























































































































































































































































































































































































１０月（第５３２号）“Consensus Tigurinus or Dissensus
Tigurinus? International Ecclesiastical Politics in
Switzerland in the mid-16th Century”，
Hirofumi Horie（所員）
１１／１２月合併号（第５３３／５３４号）「静岡・浜松実
態調査特集号」
４．『社会科学年報』第４１号の刊行（６５０
部）２００７年３月１０日発行
［論文］
森 宏（参与）.D.Clason「社会科学研究のため
のコウホート分析―考え方と手法―」
儀我壮一郎（参与）「多民族国家としての中華
人民共和国」
麻島昭一（参与）「戦前期三井物産の投融資」
	西川善介（参与）「日本林業経済史論
」
内田 弘（所員）「三木清の戦時レトリックと
戦時日本論」
鐘ヶ江晴彦（所員）「辺野古海上基地建設反対
運動の経過と特質」
湯 進（所員）「キャッチアップと産業発展―
中国電子産業の成長分析―」
桑野弘隆（所外研究員）「フーコーはマルクス
に出会ったか？―フーコー理論とマルクス主義
理論との比較―」
［研究ノート］
加藤幸三郎（参与）「中四国・九州地方におけ
る『土地抵当貸付』の態様と性格――」
野部公一（所員）「２１世紀初頭のロシア農業―
生産回復の要因と展望―」
５．『専修大学社会科学研究所叢書』
の刊行
２００７年３月末に特別研究助成グループ（２００３年度
発足・黒田彰三所員代表）「近代及び現代の都市施
設の役割と景観管理の日米英比較」の叢書９『都市
空間の再構成』（５００部）が刊行された。
２００７年１０月末に特別研究助成グループ（２００４年度
発足・土屋昌明所員代表）「東アジア世界における
文化接触の諸相」の叢書１０『東アジア社会における
儒教の変容』が刊行された。
６．研究所の運営
所員の総意をもとに，各所員の積極的な参加を活
力にして，本研究所を民主的に運営し社会諸科学の
総合的研究を推進していくために努力する。所長を
トップに，運営委員，会計監査，事務局員の体制で
所員の意見・希望等に積極的に応えていきたい。
７．その他の活動
（一） 文献資料の収集
社会科学分野にかかわるリファレンス資料に相当
するもの（辞書，統計，白書，年鑑など）の収集に
重点を置くという方針に基づいて，文献資料を収集
することにしてきた。
２００７年における主な新規の収集は次の通りである。
年度当初から文献購入希望を募り，収集した。
社研プロジェクト「中国社会研究」は２００６年度
に終了したが，中国研究に関わる研究グループ等と
協力して，中国経済・社会に関する文献収集を継続
した。
年度末に外国語の辞典・全集等を購入する。
（二） 文献資料の整理，配架
文献資料の検索は「図書カード」によるものと
２２８
して，収集した文献の整理を行なった。
ＣＤ－ＲＯＭ版の文献資料はロッカーに別途保
管した。
（三） 文献資料の公開
２００６年度末に購入した文献資料の資料のリストを
「文献ニュース」に掲載して所員・参与に配布する
とともに，社会科学研究所のホームページに掲げた。
（四） ホームページの充実
パソコンを社会科学研究と当研究所の研究活動を
外部により広く公開するための道具として活用して
おり，そのためにホームページの充実，ソフトウエ
アの充実を行なっている。
研究会の案内：研究会の担当者の協力をもとに，
研究会の案内をトップページ（http://www.senshu-u.ac.
jp/～off1009/）に掲載し，研究会終了後は，「最近の
活動」のページ（http://www.senshu-u.ac.jp/～off1009/
rireki.html）に活動記録として掲載した。
月報・年報の掲載：編集の担当者の協力のもと
に，月報のデータを印刷所から入手し，ＰＤＦ形式
に変換し，公開している（http://www.senshu-u.ac.jp/～
off1009/geppo.html）。５２３号（２００７年１月号）から５３２
号（２００７年１０月号）まで行なった。さらに年報４１号
も同様に公開した。これにより，入手が比較的難し
い人にも年報・月報を容易に閲覧できるようになっ
た。また，Ｇｏｏｇｌｅなどの検索サイトに登録さ
れることにより，社会科学研究所の研究を広めるこ
とができた。また，一部のファイルは，論文毎に分
割し，書誌情報等のページを追加している。
文献資料の担当者の協力のもとに，新着ページ
に新規に購入した図書目録を掲載した
（http://www.senshu-u.ac.jp/～off1009/）。
（五） 所員通知のメール化
２００７年６月総会において予告していた所員通知の
メール化について，総会後，社研メンバ ２ー４２人に
対してメール・アドレスの照会とメール通知の可否
を問うアンケートを実施し，夏季休暇明けまでにデ
ータ処理した結果，約１２０人のメール通知が可能と
なった。これにより，１０月中にメーリング・リスト
を作成し，１１月より，「定例研究会」通知のメール
化を開始した。さらに残り約半数の社研メンバーに
「再調査」アンケートを実施し，確認が取れ次第メ
ーリング・リストに加える作業を行なっている。メ
ールを利用していなかったり，メール化の承諾が得
られていない社研メンバーへは，従来通りハガキ・
封書にて通知を行なう。
すべての社研通知をメール化することはできない
が，定例研究会通知，『社研通信』などのメール化
によって，「通信費」の圧縮が可能となった。
所報（２００７．１～１２）
２２９
